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航空自衛隊損失補償手続規則

平成９年９月２６日 航空自衛隊達第２２号

航空幕僚長 空将 村木 鴻二

改正 平成１８年３月２４日 航空自衛隊達第１７号

改正 平成２０年１２月１日 航空自衛隊達第３６号

改正 平成２３年８月１５日 航空自衛隊達第３２号

改正 平成２６年３月２４日 航空自衛隊達第２４号

航空自衛隊損失補償手続規則を次のように定める。

航空自衛隊損失補償手続規則（登録報告）（登録外報告）

目次

第１章 総則（第１条－第６条）

第２章 損失補償の基準（第７条）

第３章 補償事案の報告、調査及び請求（第８条－第１２条）

第４章 認定（第１３条－第１４条）

第５章 補償金の支払等（第１５条－第１８条）

附則

第１章 総則

（目的）

第１条 この規則は、航空自衛隊が行なう損失補償を適正かつ迅速に実施するため、手続き及び損失

補償額の算定基準その他必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

(1) 部隊等 編号部隊、編制部隊、独立して所在する編制単位群部隊及び編制単位部隊並びに機関

をいう。

(2) 補償事案 損失補償に該当する、又はその可能性のある事案をいう。

(3) 補償事務 補償事案に関する調査、報告、申請、損失補償額の算定その他補償事案の処理に必

要な事務をいう。

(4) 認定事務 補償事案に係る補償責任の有無、損失補償範囲及び損失補償額を認定することをい

う。

（損失補償を実施する場合）

第３条 損失補償は、法令により航空自衛隊が損失補償の責任を有する場合に行なうものとする。

（損失補償に係る事務の実施担任区分）

第４条 認定事務は、認定者が行なうものとし、認定者は航空幕僚長とする。

２ 補償事務は、基地業務担当部隊等（分屯基地の基地業務を担当する部隊等を除く。以下「補償実

施機関」という。）の長が行なうものとする。

３ 補償実施機関の長は、当該補償実施機関が所在する基地及び当該基地に属する分屯基地に所在す

る部隊等に係る補償事案について担任するものとする。
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４ 同一の補償事案が複数の補償実施機関の長の担任に属する場合には、関係する補償実施機関の長

が協議の上、そのうちの１つの補償実施機関の長が代表して事務を行なうものとする。

この場合、他の補償実施機関の長は、代表して事務を行なうこととなった補償実施機関の長の求

めるところにより、補償事務に関し必要な協力を行なうものとする。

５ 前項の規定により代表して事務を行なうこととなった補償実施機関の長は、速やかにその旨を航

空幕僚長（首席法務官気付）に報告（登録外報告）するとともに、その写しを自己の属する部隊等

の上級の部隊等の長に送付するものとする。

（補償事務の移管）

第５条 補償実施機関の長は、補償事案が自己の所在する基地から遠隔の地で発生したため、自ら処

理することが困難な場合には、当該補償事案発生地の最寄りの補償実施機関の長と協議の上、補償

事務の一部又は全部の処理を移管することができる。

２ 前項の規定により補償事務を移管した補償実施機関の長は、速やかにその旨を航空幕僚張（首席

法務官気付）に報告（登録外報告）するとともに、その写しを自己の属する部隊等の上級の部隊等

の長に送付するものとする。

（補償事務の特例）

第６条 認定者は、補償事案の性質上、自ら処理する必要があると認める場合には、第４条の規定に

かかわらず補償事務の一部又は全部を処理することができる。この場合、関係する補償実施機関の

長は、認定者の求めるところにより自己の担任する補償事務に関し、必要な調査及び報告を行なう

ものとする。

２ 補償実施機関の長は、分屯基地に所在する部隊等に係る補償事案が発生した場合には、必要に応

じて、補償事務の一部又は全部を当該分屯基地の基地業務を担当する部隊等の長に行なわせること

ができる。

第２章 損失補償の基準

（損失補償額の算定）

第７条 損失補償は、財産上の損失に対して行なうものとし、その額は、次項及び第３項の規定によ

り算出した額とする。

２ 動産又は不動産が損失を被った場合の損失額の算定は、次に定めるところによる。

（1） 損失物件が復旧可能な場合は、復旧に要する材料費、労賃、制作費等の費用の合計額から当該

損失物件の被害部分を構成していた材料の被害直前の時価を控除した額（次号において「復旧費

用」という。）

（2） 損失物件が復旧不能な場合又は復旧可能な場合であって、復旧費用が当該損失物件の被害直前

の時価からその被害直後の時価を控除した額を超える場合及び復旧を行なっても当該損失物件の

復旧後の時価がその被害直前の時価にはるかに及ばないと認める場合には、当該損失物件の被害

直前の時価からその被害直後の時価を控除した額。

（3） 損失物件が滅失した場合は、その被害直前の時価

３ 前項の規定により算定し難い場合の財産上の損失額については、官公庁、金融機関、信託会社そ
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の他適当と認められる者の評価額を斟酌して評定した額とする。

第３章 損失事案の報告、調査及び請求

（通報義務）

第８条 隊員は、自己の職務上の行為に起因して他人の財産に損失を与えた場合（与えることが見込

まれる場合を含む。）には、速やかに所属する部隊等の長に報告しなければならない。

２ 前項の規定により報告を受けた部隊等の長は、直ちに補償実施機関の長に通報するとともに、損

失の程度等を知るための記録の作成及び現場における証拠の保全等必要な処置をとらなければなら

ない。

（担当者の現地への派遣）

第９条 補償実施機関の長は、前条の規定により通報を受けた場合は、現場における証拠等の確保及

び必要事項の調査を行なうため、直ちに担当者を現場に派遣しなければならない。

（発生報告）

第 10 条 補償実施機関の長は、当該事案の発生を知った日から９日以内に損失補償事案発生報告書

（以下「発生報告書」という。）（別紙様式第１）により、航空幕僚長（首席法務官気付）に報告しな

ければならない（２１－Ｕ８１－ＡＲ（Ｄ））。

２ 補償実施機関の長は、補償事案の発生現場の状況を把握できる見取図（以下この条において「事

故現場見取図」という。）を作成し、前項に規定する発生報告書に添付するものとする。

３ 補償実施機関の長は、第１項に規定する報告を行なう場合には、当該発生報告書の写しをその属

する部隊等の上級の部隊等の長に送付するものとする。

（補償事案の調査）

第 11 条 補償実施機関の長は、補償事案の状況、原因、補償責任の有無、損失の程度等について速

やかに調査し、次の各号に掲げる書類等を作成するとともに、これらに関する証拠その他参考資料を

収集しなければならない。

（１）関係者の陳述書（別紙様式第２）

（２）実況見分調書（別紙様式第３）

（３）補償事案の状況を明確にするための写真、図面等

（補償請求書の受理）

第 12 条 補償実施機関の長は、損失補償を受けようとする者（以下「補償請求者」という。）に損失

補償請求書（別紙様式第４）の提出を求めなければならない。

第４章 認定

（認定の申請）

第 13 条 補償実施機関の長は、認定申請書（別紙様式第５）に前２条に規定する各種書類の謄本等



- 4 -

を添付して、認定者に対し認定を申請するとともに、その属する部隊等の上級の部隊等の長に対し、

当該認定申請書の写しを送付するものとする。

（認定）

第 14条 認定者は、前条に規定する申請に基づき、認定事務を行なわなければならない。

２ 前項の認定事務を行うに当たっては、損失の内容及び権利の帰属を確認するため、認定者は、補

償実施機関の長に対し、これらを証明するに足りる書類の提出を求めることができる。

３ 認定者は、認定結果を補償実施機関の長及びその属する部隊等の上級の部隊等の長に通知するも

のとする。

第５章 補償金の支払等

（損失補償額決定の通知）

第 15 条 補償実施機関の長は、前条第３項の規定により保証責任を有するものと認定を受けたとき

は、速やかに損失補償額決定通知書（別紙様式第６）を作成し、これを補償請求者に交付するものと

する。

（同意書の受理及び補償金支払の措置）

第 16 条 補償実施機関の長は、前条の規定により損失補償額決定通知書を補償請求者に交付したと

きは、速やかに当該請求者から損失補償同意書（別紙様式第７）の提出を求め、支払いのために必要

な措置をとるものとする。

（補償しない旨の通知）

第 17 条 補償実施機関の長は、第１４条第３項の規定により補償責任を有しないとの通知を受けた

ときは、補償請求者に対して、補償をしない旨及びその理由を通知書（別紙様式第８）により通知す

るものとする。

（補償実施結果報告）

第 18 条 補償実施機関の長は、補償金の支払いをしたときは、損失補償実施結果報告書（別紙様式

第９）に第１６条に規定する損失補償同意書の写しを添付して、航空幕僚長（首席法務官気付）に報

告（２１－Ｕ８２－ＡＲ（Ｄ））するとともに、その属する部隊等の上級の部隊等の長に当該損失補

償実施結果報告書の写しを送付するものとする。

附 則

この達は、平成９年１２月１日から施行する。

附 則（平成１８年３月２４日航空自衛隊達第１７号）

この達は、平成１８年３月２７日から施行する。

附 則（平成２０年１２月１日航空自衛隊達第３６号）

この達は、平成２０年１２月１日から施行し、同年４月３０日から適用する。

附 則（平成２３年８月１５日航空自衛隊達第３２号抄）

（施行期日）

１ この達は、平成２３年８月１５日から施行し、同年４月１日から適用する。
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附 則（平成２６年３月２４日航空自衛隊達第２４号）

この達は、平成２６年３月２６日から施行する。
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別紙様式第１（第 10 条関係）
発 簡 番 号
年 月 日

航空幕僚長 殿
（首席法務官気付）

補償実施機関の長 印

損失補償事案発生報告書
（２１－Ｕ８１－ＡＲ(Ｄ)）

次の補償事案が発生したので報告する。

１ 補償事案の当事者
(1) 相手方

氏名 男女（ 歳）
住所
職業
その他

(2) 航空自衛隊
部隊等又は隊員（所属、階級、氏名）

２ 損失概算見積額（被損失者ごと記載）
(1) 損失の程度
(2) 概算見積額

３ 補償事案の概要
(1) 発生日時、天候及び場所
(2) 事案の概要及び発生原因

４ 処置の概要
５ 被損失者側の状況
６ 補償実施機関の長の損失補償に関する意見
７ その他参考事項

添付書類：別図「事案現場見取図」
分類番号：Ａ－２０－０１８
保存期間：１年

注：調査未了の項目については、「調査中」、報告内容のないものについては「なし」
と記載する。
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別紙様式第２（第１１条関係）

陳 述 書

陳述者氏名 年 月 日生（当 歳）

住所

職業

１

２

３

４

５

上記は任意に述べたものであり、事実に相違ありません。

年 月 日

陳述者住所

氏名 印

記録責任者 所 属

官 職

階級氏名 印

注：陳述者が自ら本書を作成する場合は、記録責任者は不要
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別紙様式第３（第１１条関係）

実 況 見 分 調 書

※ に係る損失補償事案について、下記のとおり実況を見分した。

年 月 日

調査実施者所属

官 職

階 級 氏 名 印

１ 実況見分の日時、天候

２ 実況見分の場所

３ 実況見分の立会人

４ 補償事案の概要

５ 補償事案現場の位置

６ 補償事案の模様及び交通状況

７ 損失物件の状況

８ 損失の程度

９ その他参考事項

注：※には、当該事案が特定できるよう被損失者又は事案状況を端的に示す語句

を記載するものとする。
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別紙様式第４(第１２条関係)

補償実施機関の長 殿

請 求 年 月 日
補償請求者住所

氏名 印
被損失者との関係

次のとおり請求します。

損 失 補 償 請 求 書

氏 名 職業
被
損 生 年 月 日
失
者 現住所

事 補償事案発生の日時
補償事案発生の場所

案 損失の内容、程度
損 総 額： 円
失 内 訳：
概
算
額
参
考
事
項
添付書類:

注：１ 代理人が請求する場合は、補償請求者からの委任状その他の代理権を証明する書類を添付
するものとする。

２ 職業欄には、勤務先の所在地、名称、業種、地位を記載するものとする。
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別紙様式第５（第１３条関係）

発簡番号

年月日

航空幕僚長 殿

（首席法務官気付）

補償実施機関の長 印

認 定 申 請 書

※ に係る損失補償事案の認定について、次のとおり申請する。

１ 認定を受けようとする損失補償事案の事実
(1) 関係者の住所、氏名、年令及び職業
ア 部隊等又は隊員
イ 相手方

(2) 発生日時
(3) 発生場所
(4) 天候
(5) 状況
(6) 損失の程度

２ 損失補償請求の事実
３ 認定の理由
(1) 補償責任の有無
(2) 補償請求者（権限の有無）
(3) 補償額

４ その他参考事項

添付書類：
分類番号：Ａ－２０－０１８
保存期間：１年

注：※には、補償請求者の氏名を入れるものとする。
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別紙様式第６（第１５条関係）

発簡番号

年月日

殿

補償実施機関の長 印

損失補償額決定通知書

年 月 日付貴請求の損失補償金として書きのとおり決定したので通知します。

記

１ 該当する補償事案（日時、場所、損失の状況）

（１）当事者

（２）発生日時、場所

（３）損失の状況（範囲）

２ 損失補償額

円

内訳

３ 理由

４ 添付書類

注：１ 理由は、請求の一部のみを認める場合に記入するものとする。

２ 紙面の都合上、この様式に記入できない場合は、別紙を用いるものとする。
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別紙様式第７（第１６条関係）

年月日

航空幕僚長

殿

補償実施機関の長

補償請求者 住 所

氏 名 印

損 失 補 償 同 意 書

年 月 日付損失補償額決定通知書（発簡番号）により通知を受けた損失補償につい

ては、異議がなく、下記の金額を受領の上は、今後いかなる名目によっても請求しないことを確

約します。

記

損失補償額 円
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別紙様式第８（第１７条関係）

発簡番号

年 月 日

殿

補償実施機関の長 印

通 知 書

年 月 日付貴請求の損失補償金につきましては、次の理由により支払うことができ

ませんので通知いたします。

理由：

添付書類：

注：紙面の都合上、この様式に記入できない場合は、別紙を用いるものとする。
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別紙様式第９(第１８条関係)

発簡番号
年 月 日

航空幕僚張 殿
（首席法務官気付）

補償実施機関の長 印

損 失 補 償 実 施 結 果 報 告 書
（２１－Ｕ８２－ＡＲ（Ｄ））

補償事案の当事者（相手方 、部隊又は隊員 ）に係る損失補償事案について、
次のとおり補償支払金の支払いを完了したので報告する。

１ 請求者及び 年 月 日
請求年月日

２ 認定者及び 年 月 日
認定年月日

円
３ 損失補償金 内訳：

４ 支払年月日 年 月 日

５ 損失補償金 氏名 被損失者との関係
受給者 住所

６ 参考事項

添付書類：
分類番号：Ａ－２０－０１８
保存期間：１０年


